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本章の内容 

   WTP と WTA を経済理論を用いて分析し、WTP/WTA をめぐるこれまでの批判を検証 

・効用モデルによる WTP と WTA の定義 

・仮想価格を用いた分析 

・所得弾力性 

・WTP/WTA の差異 

・獲得/損失の差異 

・損失回避などその他の原因 

・不確実性 

・代替効果 

 

3 . 2  効用モデル 

効用関数 u(x,q)  

x は私的財ベクトル、q は非市場財の環境アメニティ（スカラーまたはベクトル） 

u は x と q に関して非減少関数、x に関して準凹(quasi-concave)関数 

 

消費者の効用最大化問題 

),(max qxu
x

 subject to ∑ ≤ yxp ii  (3.1) 

この解として通常の需要関数 ),,( yqphx i
i = と間接効用関数 ]),,,([),,( qyqphuyqpv ≡ が得られる。

Envelope theorem より、間接効用関数は p と y に関して非減少関数である。 0),,( ≥= qp uyqpv  

 一方の支出最小化問題は 

∑ iix
xpmin  subject to uqxu ≥),(   (3.2) 

この解として補償需要関数 ),,( uqpgx i
i = と支出関数 ∑≡ ),,(),,( uqpgpuqpm i

i が得られる。ここで

)],,(,,[ uqpmqpvu ≡ および )],,(,,[ yqpvqpmy ≡ が成立する。これより 
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したがって 0
),,(

),,(
),,( ≥−=

yqpm

yqpm
uqpv

u

q
q  (3.3c) 

 

(3.3a)より支出関数は q について非減少関数（ 0≤qm ）。 

  LEMMA 3.1 

u(x,q)が(x,q)に関して準凹であれば、m(p,q,u)は q に関して凸、v(p,q,y)は(q,y)に関して準凹 

 

envelope theoremより 00 ≥⇒≥ qq vu 、また 0≥= λyv 、したがってv は(q,y)に関して準凹。準凹関数の無差

別曲線は凸関数となるが、m(p,q,u)は v(p,q,y)=u を y について解いたものなので、q に関して凸となる。 

 

Maler は Hicks 測度との類推から q0 から q1 への変化に対する補償変分(C)と等価変分(E)を以下のように定義し

た。 
001 ),,(),,( uyqpvCyqpv ==−   (3.4a) 
101 ),,(),,( uEyqpvyqpv =+=   (3.4b) 

ここで、 ),,(),,(),,(),,( 001101 yqpvEyqpvCyqpvyqpvuu −+=−−=− より、 

)()()( 01 uusignEsignCsign −==  

もし 001 ≥−≡∆ uuu ならば、この変化は改善であり C はこの変化を実現するための WTP、E はこの変化を中

止することに対する WTAとなる。逆の場合は、この変化は改悪であり、-E はこの変化を阻止するための WTP、

-C はこの変化を受け入れるための WTAとなる。どちらの場合もWTA-WTP=E-C が成立する。支出関数を用い

て定義すると 

 ),,(),,(),,,( 010010 uqpmuqpmypqqCC −=≡  (3.5a) 

 ),,(),,(),,,( 111010 uqpmuqpmypqqEE −=≡  (3.5b) 

 

Hurwicz and Wzawa の所得補償関数 )],,(,,[),,;,( yqpvqpmyqpqpI bbaabbaa ≡ を用いれば、 

 ),,;,( 01 yqpqpIyC −≡    (3.6a) 

 yyqpqpIE −≡ ),,;,( 10    (3.6a) 

 

Eyy +≡' を用いると C と E は以下のように表現できる 

),,(),,( 01 yqpvCyqpv =−   (3.4a) 

)',,()',,( 01 yqpvEyqpv =−   (3.4b’) 

同様に Cyy −≡" を用いると 

)",,()",,( 01 Cyqpvyqpv +=   (3.4a’) 

),,(),,( 01 Eyqpvyqpv +=   (3.4b) 

 

したがって、 

 )],;,(,;,[),;,( 101010 ypqqCypqqEypqqC −=   (3.7b) 

さらに C と E には次の関係が成立する 

 ),;,(),;,( 0110 ypqqEypqqC −=   (3.8b) 

q0 q1

y 

y" 

y' 
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 ),;,(),;,( 0110 ypqqCypqqE −=   (3.8b) 

C と E の関係を用いれば、WTP のみたずねるだけで WTA を間接的に推定することが可能となる。たとえば、 

 ],ln)(),([),,( pypqpTyqpvu βα +==   (3.9) 

ただし、αは q に関する増加関数であるとする。このとき 
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  (3.9a) 
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  (3.9b) 

Loomis et al. (1990)はこの方法で間接的に WTAを推定したところ、WTAは WTPより15-20％大きいという結果

が得られた。 

 

3 . 3  q に関する弾力性 

 
01 qq −≡∆ とすると以下の命題が成立する。 

Proposition 3.1 

u(x,q)が(x,q)に関して準凹のとき、 

(1) C は q1 と△に関して凹 

(2) C は q0 に関して準凸 

(3) E は q1 と△に関して準凹 

(4) E は q0 に関して凸 

(1)の証明 u(x,q)が(x,q)に関して準凹であれば Lemma3.1 より m(p,q,u)は q に関して凸。このとき

),,( 01 uqpmyC −= であるから C はq1に関して凹。また、 ),,( 00 uqpmyC +∆−= であるから、△に関して

も凹。 

(2)の証明 )),,(,,( 01 yqpvqpmyC −= より 0
00

≤
∂
∂

∂
∂−=

∂
∂

q
v

u
m

q
C

、したがって q0 に関して準凸。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

凹性は q に関する WTP や WTA の弾力性と関係するが、準凹性は関係しないので、この違いは重要。 

 

q0 q1 q1’ q0 q0’ q1 
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S t a r - s h a p e d と弾力性 

連続かつ非負の関数 f(x)は λλ /)( xf が 10 ≤< λ のλに関して増

加、かつ f(0)=0 のとき、star-shaped と呼ばれる。このとき、f(x)の x に

関する弾力性は 1 より大きい。f(x)が凸、非負、f(0)=0 のとき f(x)は

star-shapedである。同様に、f(x)が凹、非負、f(0)=0のときf(x)は lower 

star-shapedと呼ばれ、 λλ /)( xf が 10 ≤< λ のλに関して減少し、

f(x)の x に関する弾力性は 1 より小さい。 

f(x)が star-shaped のとき、 1
1

0
)()(

2
≥>

∂
∂⇒>−⋅∂∂

λλ
λλλ

f
x

x
fxfxxxf

、したがってf の x に関する弾力性

は 1 より大きい。また、 )()()( xfxxfxk x λλλ −≡ とすると、f が凸関数の場合、 02 ≥= xfk xxx λ が成立し、ま

た 0)0( =k であるから 0)( ≥xk となり
λ
λ )( xf

はλに関して増加。 

 

  Proposition 3.2 

u(x,q)が(x,q)に関して準凹のとき、C の△に関する弾力性は 1 より小さい。 

 

証明 C(0)=0、C(△)は凹で非負であるから、 λλ /)( ∆C は lower star-shaped であり、弾力性は 1 より小さい。■ 

 

C と E が q1 や q0 とは独立で q1-q0 に依存するケース 

],)(),([),,( pqpypTyqpv ⋅+= ϕφ    (3.10) 

]),)((),([ 011 pqqpypyC −−−= − ϕφφ   (3.10a) 

ypqqpypE −−−= − ]),)((),([ 011 ϕφφ   (3.10b) 

したがって q1-q0 に依存 

 

一般化 

V(x,z)、x はスカラー、z はスカラーまたはベクトル、V は x に関して増加。x=M(u,z)は u=V(x,z)の逆関数。 

 

  LEMMA3.2 

M(u,z)が z に関して凸（凹）⇔V(x,z)が(x,z)に関して準凸（準凹） 

 

 証明は LEMMA3.1 と同じ 

 

x を z に対するニュメレールとする。x 固定で z は z0→z1 に変化。 

),,( 10 zzxCC zz = 、ただし ),(),( 01 zxVzCxV z =−   (3.11a) 

),,( 10 zzxEE zz = 、ただし ),(),( 01 zExVzxV z+=   (3.11b) 

このとき )()()( 01 uusignEsignCsign zz −== 。Cz>0 ならばこの変化は改善であり、Cz は変化を実現するた

めの WTP、Ez は変化の中止に対する WTA。Cz<0 ならばこの変化は改悪であり、-Ez は変化を阻止するための

WTP、-Cz は変化を受け入れるための WTA。どちらの場合も、Ez-Cz=WTA-WTP 

 

λx x 

λ
λ )( xf

)( xf λ

)(xf
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PROPOSITION 3.3 

(1) V(x,z)が(x,z)に関して準凹のとき、Cz は z1 に関して凹、z0 に関して準凸、Ez は z1 に関して準凹、z0 に関して

凸。V(x,z)が z の増加関数のとき、Cz は△=z1-z0に関して凹、Cz の△に対する弾力性は 1より小さい。V(x,z)

が z の減少関数のとき、Ez は△=z1-z0 に関して凸、Ez の△に対する弾力性は 1 より大きい。 

(2) V(x,z)が(x,z)に関して準凸のとき、Cz は z1 に関して凸、z0 に関して準凹、Ez は z1 に関して準凸、z0 に関して

凹。V(x,z)が zの増加関数のとき、Czは△=z1-z0に関して凸、Cz の△に対する弾力性は1より大きい。V(x,z)

が z の減少関数のとき、Ez は△=z1-z0 に関して凹、Ez の△に対する弾力性は 1 より小さい。 

 

Vを効用関数と見なせばCzとEz は補償余剰および等価余剰となる。Vを間接効用関数と見なせば、補償変分

と等価変分となる。V(p,y)として価格変化と見なせば、通常の価格変化に対する補償変分・等価変分となる。 

 

3.4 厚生測度の別の定式化 

 

q の仮想価格をπとし、q の水準を自由に選択できると想定する。このとき効用最大化問題は 

),(
,

qxuMax
qx

 subject to ∑ ≤+ yqxp ii π   (13.3a) 

この解は通常の需要関数 ),,(ˆ yphx i
i π= 、 ),,(ˆ yphq q π= 。u が(x,q)に関して準凹ならば qĥ は通常の需要

関数と同じ特性を持つ。間接効用関数は )],,(ˆ),,,(ˆ[),,(ˆ yphyphuypv q πππ = 。支出最小化問題は 

∑ + qxpMin ii
qx

π
,

 subject to uqxu ≥),(   (3.13b) 

この解は補償需要関数 ),,(ˆ upgx i
i π= 、 ),,(ˆ upgq q π= 。支出関数は 

),,(ˆ),,(ˆ),,(ˆ upgupgpupm qi
i ππππ ∑ +=  

 

間接効用関数には以下の関係がある 

 ]),,(ˆ),,,(ˆ,[ˆ),,( qyqpyyqppvyqpv ⋅+≡ ππ  (3.14a) 

 ),,(max),,(ˆ qyqpvypv
q

ππ −=    (3.14b) 

 

同様に支出関数の関係は以下のとおり 

 quqpuuqppmyqpm ⋅−≡ ),,(ˆ]),,,(ˆ,[ˆ),,( ππ  (3.14c) 

 ),,(min),,(ˆ uqpmqupm
q

+= ππ    (3.14d) 

 

q の補償需要関数 ),,(ˆ upgq p π= の逆関数→逆補償需要関数 ),,(ˆ uqpππ =  

q の非補償需要関数 ),,(ˆ qyphq p ππ += の逆関数→逆非補償需要関数 ),,(ˆ yqpππ =  
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両者には以下の関係がある。 

)],,(,,[ˆ),,(ˆ yqpvqpyqp ππ =    (3.15a) 

)],,(,,[ˆ),,(ˆ uqpmqpuqp ππ =    (3.15b) 

シェパードのレンマより qupgm q == ),,(ˆˆ ππ 、したがって(3.14c)を微分すると 

)..(ˆ uqpmq π−=      (3.16) 

つまり仮想価格は MWTP / MWTA とみることができる。 

0/ˆ >∂∂ yπ のときに上級財、 0/ˆ <∂∂ yπ のときに下級財と呼ぶ。(3.15a)と(3.16)から 

),,(),,(),,(),,(ˆ),,(ˆ yqpvuqpmyqpvuqpyqp yquyuy ⋅−=⋅= ππ  

ここで vy>0 であるから 

 ][sign)],,(ˆ[sign)],,(ˆ[sign quuy muqpyqp −== ππ  

これより、q が上級財となるのは 0ˆ >uπ または 0<qum のときのみで、下級財となるのは 0ˆ <uπ または

0>qum のときのみ。(3.16)と(3.5a)(3.5b)から 

 ∫==
1

0
),,(ˆ);;,( 010 q

q
dquqpypqqCC π    (3.17a) 

 ∫==
1

0
),,(ˆ);;,( 110 q

q
dquqpypqqEE π    (3.17b) 

 

3 . 5 .  W T P と W T A の所得弾力性 

 

(3.17a)を微分すると 

 ∫=
∂
∂ 1

0
),,(ˆ),,( 00 q

q uy dquqpyqpv
y
C π    (3.18a) 

ここで 0,0,01 ≥≥≥ ECqq とすると、 

 ( )),,(signsignsign uqpm
y
E

y
C

qu−=





∂
∂=





∂
∂

  (3.18b) 

mqu=0 のとき、Cy=Ey=0。このためには、以下が成立しなければならない。 

 ),(),(),,( qpupuqpm ϕφ −=    (3.19a) 

 ]),,([),,( pqpyTyqpv ϕ+=    (3.19b) 

 ),(),( 01 qpqpEC ϕϕ −==    (3.19c) 

 

(1)
C
y

y
C

c ∂
∂=η   C の所得弾力性 

 (2)
q
y

y
yph q

q ∂
∂= ),,( πη  q の需要関数の所得弾力性 
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(3)
π

πηπ
y

y
yqp

∂
∂= ),,(ˆ

 q の需要価格の所得弾力性（Randall & Stoll の所得の価格柔軟性） 

(3)は E と C の誤差の上限を示すために使われる。 

y
S

S
CE

y
S

22 ππ ηη ≤−≤ 、ただし ∫= 1

0
),,(ˆ

q

q
dqyqpS π である。したがって、WTP/WTA の差

を調べるには、(3)の大きさを調べることが重要。 

 これまでの CV 研究では(1)-(3)が混同されることがあった。McFadden & Leonard は lnWTP を lny

に回帰した値(1)が 1 未満であり、環境保護が上級財であることに反するとして CV を批判。この批判が

成立するためには、 πηηη == qC が必要。 

 

 

PROPOSITION 3.4 

以下はすべて等しい。 ;0;0;0;0 ≡≡≡≡ πηηηη qEC 間接効用関数が(3.19b) 

効用関数が(3.19b)のとき(3.19c)より(1)=0、 ),( qpm qq ϕπ =−= より(3)=0、 ),(1 qq q πϕ −= より(2)=0。 

■ 

しかし、 Cη が 0 以外の場合は、一般に qη や πη と異なる。これらの弾力性の関係はかなり複雑である。 

(3.17a)より ))(())(( 010011 qqqCqqq −≤≤− ππ 。 

Mean Value Theorem より 

)(),~,(ˆ 010 qquqpC −⋅=π 、 ],[~ 10 qqq ∈  

となるq~ が存在する。 

同様に 

)(),,(ˆ/ 010 qquqpvyC y −⋅=∂∂ π 、 ],[ 10 qqq ∈  

となるq が存在する。このとき 

),~,(
),,(

),,(
),,(

)(),~,(ˆ
)(),,(ˆ),,(

0

0

00

0

010
0100

uqp
uqp

uqpm
uqpm

qquqp
y

qquqpyqpv
C
y

y
C

u

u

yC

π
πη

π
πη

π=

−⋅
−⋅=

∂
∂=

   (3.20) 

 

ただし、 πη は ),,( yqp で評価したもので、 yuqpmy <≡ ),,( 0 。muq<0 のとき、①は 1 より小さい。

u(x,q)が q について準凹のとき、 qq <~ ならば②は 1 より小さく、 qq >~ ならば 1 より大きい。しかし、

Cη と πη のどちらが大きいかは一般にはわからない。 

 Hanemann (1991)は πη が定数のとき効用関数は次式のとおりになることを示した。 

π(q) 

q 
q0 q1 

① ② 
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−+== −− pqpGyTyqpvu ,)],()1([,,( 1

1

1 ππ η
π

η η    (3.21a) 

ただし、G は q に関して増加、 πη は 1 以外の定数。このとき、 

 ππ ηη
πη −− ∆−−−= 1

1

)1( ])1(1[1/ yyC     (3.21b) 

 1])1(1[/ 1

1

)1( −∆−+= −− ππ ηη
πη yyE     (3.21b) 

ただし、 ),(),( 01 qpGqpG −≡∆ である。これを微分すると、 

 
c

c
C

πη

η )1(1 −−=       (3.21d) 

 
e

e
E

1)1( −+=
πη

η       (3.21d) 

ただし、c=C/y, e=E/y である。これより、 πη が一定であっても、 Cη は c に依存するので、(p,q,y)によ

って変化する。また、 1<πη のときは πηη >C 、 1>πη のときは πηη <C 。c が小さいときは πηη ≈C 。 
C=0.001      
 

πη  0.05 0.5 1.5 5 

 
Cη  0.0500224 0.500125 1.499625 4.99001 

C=0.1      
 

πη  0.05 0.5 1.5 5 

 
Cη  0.052542 0.513167 1.46185 4.0951 

 

PROPOSITION 3.5 

以下はすべて等しい。 ;1;1;1 ≡≡≡ πηηη EC 間接効用関数が(3.22a) 

 

1=πη のとき、 ),ln),((),,( pyqpGTyqpvu +==     (3.22a) 

これより、 

 ∆−−= eyC 1/     (3.22b) 

 1/ −= ∆eyE     (3.22c) 

このとき、 1=πη であれば 1== EC ηη 。この逆も成立する。(3.4a)を微分すると、 

 
C
y

Cyqpv

yqpvCyqpv

C
y

y
C

y

yy
C ),,(

),,(),,(
1

01

−
−−

=
∂
∂=η    (3.23) 

これが 1 に等しいとして解くと、(3.22a)が得られる。■ 

 

qη の場合は少し異なる。 ),,(max),,(ˆ qyqpvypv
q

ππ −= の一階の条件をもとめると 

 
),,(

),,(

qyqpv

qyqpv

y

q

π
π

π
−
−

=    (3.24a) （ロアの恒等式に相当） 
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これを解くと需要関数 ),,(ˆ yphq q π= が得られる。これを所得で微分して需要の所得弾力性が得られる。 

 
q
y

vvv

vv

q
y

y
h

yyyqqq

qyyy
q

q 










+−

−
=

∂
∂=

22

ˆ

ππ

π
η    (3.24b) 

(3.23)と比較すると、両者の違いがあることがわかる。 

 Hanmann (1991)は次式が成立することを示した。 

 σηηπ /q=      (3.25) 

ただし、σは q と x の Allen-Uzawa の代替の弾力性である。完全代替のときはσ＝０、まったく代替

がないときはσ＝∞。したがって、ηπはηｑとは異なり、小さな値から非常に大きな値までとりうる。 

 

(3.25)式の直観的な解釈 

q
y

y
h

h
x

x
hy

y ∂
∂=

∂
∂⋅

∂
∂

π
π

 

 

 

 

 需要の所得弾力性ηｑが一定の場合、間接効用関数は 

 












+== −− ppyTypvu qq ,)],([),,(ˆ 1

1

1 ηη πϕπ    (3.26) 

しかし、この closed-form はない。 

 ηCが一定の場合、(3.23)を積分すると、 

 ηyqqpKyyqpvqpm ),,()],,(,,[ 1001 +=    (3.27) 

ただし、 1≠== ηηη EC である。 0),,( 1010 ≥≤⇒≥≤ qqpKqq 。ここで、 

),,(

),,(

)],,(,,[
)],,(,,[

0

0

01

001

yqpv

yqpv

yyqpvqpm
qyqpvqpm

y

q=
∂∂
∂∂

、
),,(

),,(

qyqpv

qyqpv

y

q

π
π

π
−
−

= であることに注意すると、 

 
),()(1

/),()(
00

000

1

qpKqy

qqpKqy
C

C

C

−

−+
∂∂−=

η

η

πη
ππ     （3.27ｂ） 

したがって、πは(p,π, q)に依存、一定ではない。 

 

例外として、η q＝1 のときがある。このとき、 σηπ /1= 。もしσ＝1 ならば、 1==== ECq ηηηη π 。

1=πη の場合、 ],ln)([ln),,( pqpKyTyqpvu ⋅+==   （3.28） 

このとき 1==== ECq ηηηη π が成立する。 

仮想価格の 

所得弾力性 

代替の 

弾力性 

需要の 

所得弾力性 
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ηq＝1 だが、 1≠σ の場合、効用関数は 

 





⋅+== −−− pqpKyTyqpvu ,])(),,( 1/)1(/)1( σ

σ
σσσσ   （3.29） 

このとき、ηq＝1、ηπ＝1/σが成立。これは(3.24a)の特殊ケースとして見ることができる。すると、

(2.31e,d)より、 

 
c

c
C

σ

η

1

)1(1 −−=       (3.29b) 

 
e

e
E

1)1(
1

−+=
σ

η      (3.29c) 

したがって、ηCとηE は一定ではないが、ηπと近い値となる。つまり σηη /1≈≈ EC 。 

 以上のことから、効用関数に何らかの仮定を置かないかぎり、ηC とηq を近似することはできない。

したがって、McFadden & Leonard の CV 批判はηCとηqを混同しており、彼らの主張は正しくない。 

 

3 . 6  W T P と W T A の差異 

 

Willig は通常の価格変化における補償変分と等価変分の差異の上下限を、需要の所得弾力性を用いて示

した。Randall & Stoll はこれを拡張し、q の変化の WTP と WTA の差異の上下限を需要価格の所得弾

力性ηπを用いて示した。Hanemann はηπには所得効果だけではなく代替効果も含まれることを示し

た。以下では(E－C)を WTP/WTA の差異と呼ぶことにする。 

 ある財の価格が変化したときの Cpと Epを用いて WTP/WTA の差異を示すと 

 1
10

1
1

0
1 11

)],,(),,([ dpuqpmuqpmCE
p

p pp
pp ∫ −=−    (3.30a) 

となる。したがって、 

 )),,((sign)(sign
1

uqpmCE up
pp =−     (3.30b) 

 1
00

1
1

0
1 1

)],,([),,( dpuqpmyqpv
y

C p

p upy

p

∫=
∂

∂
    (3.31) 

ここで 0
1

1
1 pp ≤ 、つまり 0,0,01 ≥≥≥ pp ECuu と仮定すると、 

 ( )),,(signsignsign
1

uqpm
y

E
y

C
up

pp

=





∂

∂
=





∂

∂
   (3.32) 

 0/0/ ≥≤∂∂⇔≥≤∂∂⇔≥≤ yEyCCE pppp    (3.33) 

つまり、価格変化の場合は、mp1uが WTP/WTA の差異の符号を決定する。ここで 

 ),,()),,(,,(),,(),,( 11

1
uqpmuqpmqphuqpguqpm uuuup ⋅==   (3.34) 

mu>0 であるから、 
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 ( ) ( )),,(hsign),,(sign 1
y1

yqpuqpm up =  (3.32) 

したがって、価格変化の場合は、WTP/WTA の差異は

所得効果に依存する。上級財ならば WTA>WTP、下級

財ならば WTA<WTP。 

 

 

 環境変化の場合、 

 dquqpmuqpmCE
q

q qq∫ −=−
1

0
)],,(),,([ 10  (3.35a) 

となる。したがって、 

 )),,((sign)(sign uqpmCE qu−=−   (3.35b) 

ここで 01 qq ≥ だとすると、 

 0/0/ ≥≤∂∂⇔≥≤∂∂⇔≥≤ yEyCCE  (3.36) 

 

一般化して、 ),,( 10 zzxCC zz = 、 ),,( 10 zzxEE zz = すると以下の命題が得られる。 

 

PROPOSITION 3.6 (WTP/WTA の差異) 

1. Cz と Ez が非負ならば 

0/0/ ≥≤∂∂⇔≥≤∂∂⇔≥≤ xExCCE zzzz  

2. Cz と Ez が非正ならば 

0/0/ ≤≥∂∂⇔≤≥∂∂⇔≥≤ xExCCE zzzz  

3. V が x と z の両方に非減少ならば 

 )(sign)),((sign)(sign xxzxzxzu
zz VVVVzuMCE −=−=−  

4. V が x に対して非減少、z に対して非増加ならば 

 )(sign)),((sign)(sign xzxxxzzu
zz VVVVzuMCE −==−  

5. )]([ zxVuCE zz φ+=⇔≡  

 

（証明） 

],),,,([),,( 101010 zzzzxExCzzxE zzz +=  

],),,,([),,( 101010 zzzzxCxEzzxC zzz −=  

したがって、 

],),,,([),,(

),,(],),,,([
101010

101010

zzzzxCxEzzxE

zzxCzzzzxExCCE
zzz

zzzzz

−−=

−+=−
 

0≥zC の場合、 zz CE ≥ より(1)が成立。同様に(2)も成立。 

E 

C 

C(x+E) 

E(x-C) 

)( 0ug )( 1ug

)( 0umq−
)( 1umq−

z0 z1 

x 

x-C 

x+E 
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dzzuMzuMCE
z

z zz
zz ∫ −=−

0

1
)],(),([ 01 より(3)(4)の最初の式が成立。 

)),,(( zzuMVu = より )),,((/1 zzuMVM xu = 、
3/)( xzxxxxzuz VVVVVM −= 。Vxが非負であることに注

目すると(3)(4)の最後の式も成立。さらに、 [ ])()()(0 1 zxruxzurMM uz φφ −=⇔=−=⇔= − であ

るから(5)も成立。■ 

 命題 3.6 は V に対して微分可能性以外の仮定は用いていない。準凹性の仮定すらない。 

(3.36)より、これまで WTP/WTA の差異は所得効果によって生じると見られることが多かった。価格変

化のときは(3.34)のように mpuによって WTP/WTA の差異が決まり、したがって所得効果によって決ま

る。しかし、環境変化の場合は mquによって決まるが、これは所得効果のみではない。 

),,(,,(ˆ)),,,(,(ˆ),,( uqpmphuuqpmpgupgq q
q

q ππ =−== を微分すると、 

 
q

q
u

qu g

g
m

πˆ
ˆ

=       (3.39) 

となり、価格変化のときに比べると分母に gπが追加されている。分子は所得効果に相当。 

 ),,(ˆ)),,(ˆ,,(ˆ),,(ˆ upmupmphupg u
q
u

q
u ππππ ⋅=   (3.40) 

Hanemann は弾力性の形式を用いて次式を導いた。 

 )1()/(ˆ ασππ −−=⋅ qg q      (3.41) 

ただし、σは q と x の Allen-Uzawa の代替の弾力性、 )/( qyq ππα +≡ 。つまり(3.39)の分母はｑの代

替効果に相当するものである。 

 また、 )),,,(,(ˆ),,(ˆ uuqpmpgupgq q
qq −== π の両辺をｑで微分して整理すると、 

 
),,(

1
)/(ˆ

uqpm
qg

qq

q −=⋅ ππ     (3.42) 

となる。したがって、支出関数の曲がり方（＝無差別曲線の曲がり方）によって WTP/WTA の差が影

響を受ける。所得効果が小さく、ｑの予算シェアが小さい場合でも、代替の弾力性が小さい（無差別曲

線の曲がり方が強い）ときは WTP と WTA の差が大きくなる。 

 WTP/WTA の差の原因 

価格変化 ｍｐｕ 所得効果のみ 

数量変化 ｍｑｕ 所得効果＋代替効果 

 

WTP/WTA の差が生じる原因を図を使って示したのが Fig3.1-3.6 である。これらの図から、WTP/WTA

の差の原因には、次の二つの要因がある。 

(1)無差別曲線の曲がり方 

  Fig3.2 参照。代替効果に関係する 

(2)無差別曲線の間隔 

 Fig3.1 参照。所得効果に関係する。 
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Fig3.1 所得効果による乖離   Fig3.2 代替の弾力性が低い場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig3.3 上級財の場合    Fig3.4 下級財の場合 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

Fig3.5 準凸選好    Fig3.6 準凸選好で下級財 

 

0u

1u

0q 1q

y

Cy −

Ey +
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1u

0q 1q

y
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Ey +
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0q 1q

y

Cy −

Ey +

0u

1u

0q 1q

y

Cy −

Ey +
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1u

0q 1q

y
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0q 1q

y
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無差別曲線が平行な直線の場合、WTA/WTP の乖離は存在しない。これは、間接効用関数が(3.19b)のと

きと同値。これは間接効用関数のｙとψ(p,q)が完全代替である。 

 ]),,([),,( pqpyTyqpv ϕ+=    (3.19b) 

これは効用関数のｘとｑが完全代替とは異なるかもしれない。たとえば、 

 ｘ1はｑと完全代替 ),...,),(( 21 Nxxqxuu ϕ+=    (3.43a) 

 ｘｉはｑと完全代替 ))(),...,(( 11 qxqxuu NN ϕϕ ++=   (3.43b) 

どちらの場合も、(3.39)の分母は無限大（σ＝∞）、ｍｑｕ＝０となる。これに対して、 

 















+⋅=+= p

p
qp

ypKppyqpTyqpv ,
)(
),(

)(]),(),([),,(
φ

ϕ
φφϕ  (3.44) 

のとき、ｑとｘは完全代替ではないがｍｑｕ＝０となる。したがて、ｙとｑの完全代替は WTP/WTA 乖

離の必要十分条件であるが、ｘとｑの完全代替は十分条件ではあっても必要条件ではない。 

 

獲得と損失の差異 

 

損失を獲得よりも重視する傾向が一般に見られる。この現

象は、損失回避(loss aversion)、賦与効果(endowment 

effect)、現状バイアス(status-quo bias)などと呼ばれている。 

ｑの獲得を ∆+= 01 qq 、損失を ∆−= 01 qq とする。この

ときの効用は ),,( 00 yqpvu = から獲得の場合は

),,( 0 yqpvu ∆+=+ 、損失の場合は ),,( 0 yqpvu ∆−=− へ

と変化する。獲得のときの厚生変化をＣ+、Ｅ+とし、損失の

ときの厚生変化をＣ-、Ｅ-とする。このとき、WTP+＝Ｃ+; 

WTA+＝Ｅ+; WTP-＝－Ｅ-; WTA-＝－Ｃ-の関係がある。 

 

これまでは[WTA+－WTP+]または[WTA-－WTP-]を見てきたが、ここでは損失の WTA と獲得の WTP

の差異[WTA-－WTP+]について検討する。 

),,(2),,(),,( 000000 uqpmuqpmuqpmCCWTPWTA −∆++∆−=−−=− +−+−  

 ),,(
2

),,(),,( 00
0000

uqpm
uqpmuqpm

WTPWTA <>∆++∆−⇔<> +−  

 

PROPOSITION 3.7 
+− ≥ WTPWTA  ),,( 0uqpm⇔ がｑについて凸 

),,( 0uqpv⇔ が（ｐ，ｙ）について準凹 

 

ｍがｑについて凸 

),,(,
22

,

),,(
2
1

),,(
2
1

000
00

0000

uqpmu
qq

pm

uqpmuqpm

=




 ∆++∆−≥

∆−+∆−
 

q0 q0+△ 

y 

q0－△ 

++ = CWTP

++ = EWTA

−− −= EWTP

−− −= CWTA
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WTP/WTA の差異のときは準凹性は必要なかったが、獲得／損失の場合は必要。 

 

PROPOSITION 3.8 
+− ≤≥ zz WTPWTA )( ),( zuM⇔ がｚについて凸（凹） 

),( zxV⇔ が（ｘ，ｚ）について準凹（準凸） 

 

ｑがスカラーの場合は 0)()( ≤≥⇔≤≥ +−
qqzz mWTPWTA となる。つまり 

 WTP/WTA のときはｍｑｕ 所得効果＋代替効果 

 獲得／損失のときはｍｑｑ 代替効果のみ 

Fig3.7 も参照のこと。獲得／損失の乖離が生じないための必要十分条件はｍｑｑ＝０。これは以下と同

値である。 

 qupupuqpm ),(),(),,( ϕφ −=    (3.47) 

このとき、 

 ∆=−= −+ ),( 0upCC ϕ  

 ∆=−= +−+ ),( upEE ϕ  

となる。ｑから独立で、△のみで決まる。このとき WTP/WTA の差は ∆−− +++ )],(),([ 0upupCE ϕϕ と

なり、これは正負どちらもとりうる。つまり、損失／獲得の差がない場合でも WTP/WTA の差が生じ

ることがある（代替効果と所得効果の違いが原因）。 

 逆に、(3.19b)のとき、WTP/WTA の差は生じないが、獲得／損失の差は 

 0),(),(),(2][ 000 <>∆+−∆−−=− +− qpqpqpWTPWTA ϕϕϕ  

となり、正負どちらもとりうる。 

 もしも(3.47)のψがｕと独立の場合、ｍｑｕ＝ｍｑｑ＝０となり、WTP/WTA の差も獲得／損失の差も生

じない。これは 

 ],)([ pqpyTu ϕ+=     (3.48a) 

のときである。このとき、 

 ∆=−=−== −−++ )( pECEC ϕ    (3.48b) 

 次に、WTP/WTA の乖離と獲得／損失の乖離の大小関係を検討する。獲得／損失の方が WTP/WTA

の乖離より大きくなるのは 

 
0),,(),,(

0][][
000 >−∆−⇔

>−−⇔>⇔−>−
+

+−+−+++−

uqpmuqpm

ECWTAWTAWTPWTAWTPWTA
  (3.49a) 

同様に、 

0),,(),,(

0][][
000 >−∆+⇔

>−−⇔>⇔−>−
−

+−+−−−+−

uqpmuqpm

CEWTPWTPWTPWTAWTPWTA
  (3.49a) 

となる。それぞれの解釈について Fig3.9 と Fig3.10 を参照のこと。  

 

 

 



環境経済学研究会 The Economic Theory of WTP and WTA (Hanemann) 

16 

 

PROPOSITION 3.9 

獲得／損失の乖離が WTP/WTA の乖離より大きくなるための十分条件は効用関数が以下のときである。 

]),,(),([ pqpypTu ϕφ += 、ただしψはｑの凹関数、   (3.50) 

または 

]),,(),([ pqpypTu ϕφ ⋅= 、ただしψはｑの対数凹関数  (3.51) 

 

 

PROPOSITION 3.10 

効用モデル V(x,z)において獲得／損失の乖離が WTP/WTA の乖離より大きくなるための十分条件は効用

関数が以下のときである。 

)]()([ qxVu ϕφ += 、ただしψはｑの凹関数、  (3.58a) 

または 

)]()([ qxVu ϕφ ⋅= 、ただしψはｑの対数凹関数  (3.58b) 

 

［証明の手順］ 

(3.50)のＴとφの逆関数をとって支出関数を計算する。支出関数を(3.49)に代入して整理すると、ψの凹性の条

件に帰着する。■ 

 

3 . 8  損失回避と W T P / W T A 乖離に関するその他の説 

 

WTP/WTA の乖離について代替効果と所得効果によって説明できることを示した。しかし、他にも様々

な説がある。代表的なものは、(1)取引費用(transaction cost)、(2)損失回避(loss aversion)あるいは賦与

効果(endowment effects)、(3)不確実性、(4)アンケート調査時の影響である。 

 

アンケート調査時の影響 

自由回答形式のときに WTP/WTA 乖離が生じる。自由回答形式では「最大 WTP」または「最小 WTA」

をたずねるが、最大／最小ではなくて「これで十分だ」と感じる金額を答えるかもしれない。このとき、

WTP は過小評価、WTA は過大評価となって乖離が生じる。 

WTP のときコスト以上の金額は払いたくないと回答者が考えて、コストとして妥当な金額を答えるか

もしれない。あるいは、WTA のときは、相手が出せる金額を考えるかもしれない。この場合、ある金

額で WTP 分布や WTA 分布が切断されてしまう。これも乖離の原因となる。 

 

取引費用 

物を失うときは、それに代替する財を探す必要があり、その費用を考えるかもしれない。 

 

損失回避・賦与効果 

Fig3.11 参照。 

(1) 基準点(reference point) 現時点からの相対的な変化によって効用が決まる。 

(2) 損失回避 人は何かを獲得するよりも失うことを重視する。 
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(3) 感度幻滅(diminishing sensitivity) 獲得や損失の限界価値は参照点からの距離に応じて減少する 

Tversky & Kahneman は以下の式を用いて説明した。 

)()(),( 221121 xuxuxxV +=  





≥−
≤−

=
iiiiii

iiiiii
ii xxxx

xxxx
xu

if/)]()([

if)()(
)(

λφφ
φφ

 

Hanemann はφが線形関数の場合を検討した。 

 )]()([),( yyqqTyqvu −+−== βα  (3.59) 

ただし、Ｔ’＞０、 

 qq ≥= if1αα  かつ qq <= if0αα  

 yy ≥= if1ββ  かつ yy <= if0ββ  

そして 010 αα << 、 010 ββ << 。このとき Fig3.12 のとおりとなる。 

結局、Tversky & Kahnemann の損失回避は、代替効果＋所得効果による WTP/WTAの乖離、および準凹性に

よる獲得／損失の乖離によって説明されうる。 

 

3 . 9  不確実性 

 

PROPOSITION 3.11 

リスク回避またはリスク中立であれば、WTA>WTP が成立。 

 

証明は省略 

 

3 . 1 0  W T P と W T A の代替効果 

ｑ１とｑ２が代替財または補完財のときに、ｑ１やｑ２が増加（低下）したときの WTP/WTA への影響。結果は、

Table3.1 に整理されている。 

 

3 . 1 1  結論 

• この章では WTP/WTA の差異について経済理論的な考察を行った。ここでは個人の選好が不変であると

仮定して分析を行った。もちろん、現実世界では選好が変化する可能性は否定できないが、WTP/WTA の

差異のうち、ある程度は選好不変によっても生じることがある。 

• WTP/WTA の差については二種類のタイプがある。一つは、真の WTPと表明された WTPとが異なる結果

生じるもので、不確実性、戦略的行動、回答者の満足などが含まれる。もう一つは真の WTPと真のWTAも

異なるケースである。取引費用や代替財の存在が含まれる。 

• WTP/WTA の差の原因には代替効果と所得効果がある。所得効果が小さく、ｑの予算シェアが小さい場合

であっても、ｑと市場財の代替の弾力性が十分に小さい場合は、WTP/WTA の乖離は生じる。 

 

 

 

 

 

+WTP
+WTA

−WTP

−WTA
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本文のミス 

P48 L23 where 1−φ  denotes the inverse of ),( ypϕ   → ),( ypφ  

 

P50 L24  (13.3b) →  (3.13b) 

 

P54 L25 (3.23)式
c
y

y
C

c ⋅
∂
∂≡η →  

C
y

y
C

c ⋅
∂
∂≡η  

 

P59 L1 (3.3b) →  (3.36)  

 

P59 L9 Proposition 3.6 

0/0/
<
>∂∂⇔

<
>∂∂⇔

<
>

xExCCE zzzz  

 

P70 L3 (3.48b)式 

∆=−=−== −−++ )( pECEC ϕ  

 

P70 L13 (3.49a)式 

0),,(),,( 000 >−∆−=−− ++− uqpmuqpmEC  

 

P71 Fig3.10 

 y+WTA+  →  y+WTA- 

 y+WTA-  →  y+WTA+ 

 


